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１．地域子ども・子育て支援事業の「量（ニーズ）の見込み」の算出について 

  ＊以下は、国から示された子ども・子育て支援計画に係る量の見込み算出の手引きに基づいて算出してい

ます。なお、少数点以下の数値と表示桁数の関係等で計算値と一致しない場合があります。 

 

【１ 延長保育事業（時間外保育事業）】 

 

ア ニーズ量の算出の条件 

① ０～５歳までの児童で、利用を希望している世帯の割合 ⇒５６.７％ 

② ①の世帯で、保育施設を利用し終了希望時刻を１８時以降とした者 ⇒３０.３％ 

イ ニーズの算出（平成２７年度の場合） 

①  家族類型別児童数 

 

a:推計児童数
（人）

b:潜在家庭類
型（割合）

c:家庭類型別
児童数

タイプＡ ひとり親 × 0.095 = 232
タイプＢ フルタイム×フルタイム × 0.318 = 781
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） × 0.153 = 374
タイプＥ パート×パート（短時間利用） × 0.002 = 4

合計 2,454 56.7% 1,392

2,454

 

 ② ニーズ量（人数）の算出 

 

c:家庭類型別
児童数

d:利用意向率
（割合）

e:ニーズ量（人）

タイプＡ ひとり親 232 × 0.410 = 95
タイプＢ フルタイム×フルタイム 781 × 0.353 = 276
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 374 × 0.135 = 51
タイプＥ パート×パート（短時間利用） 4 × 0.000 = 0

1,392 　 421合計  

 

ウ 算出結果とこれまでの実績 

  現在、延長保育事業を実施している保育施設は１２か所あり、終了時刻を１９時までとしています。 

＊算出結果 ＊実績

年度 （年間　実人数） 年度 （年間　実人数）

H27 421 H23 410

H28 418 H24 425

H29 412 H25 361

H30 408 　

H31 402  

 

エ 量の見込みの算定にあたっての考え方 

 ・ニーズ調査結果に基づいて算出した数値のうち、最大値を見込み数量とします。 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

全市 ４２１人 ４２１人 ４２１人 ４２１人 ４２１人 

１ 地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」 



- 2 - 

 

【２ 放課後児童健全育成事業（放課後クラブ事業）】 

(1)低学年のニーズ 

ア ニーズ量の算出の条件 

①  ４・５歳の児童で、利用を想定している世帯の割合 ⇒６１.４％ 

② ①の世帯において、低学年での放課後児童クラブの利用を希望した者 ⇒６３.６％ 

イ ニーズの算出（平成２７年度の場合） 

①  家族類型別児童数 

a:推計児童数
（人）

b:潜在家庭類
型（割合）

c:家庭類型別
児童数（人）

タイプＡ ひとり親 × 0.119 = 144
タイプＢ フルタイム×フルタイム × 0.315 = 380
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） × 0.180 = 218
タイプＥ パート×パート（短時間利用） × 0.000 = 0

合計 1,208 61.4% 742

1,208

 

  ② ニーズ量（人数）の算出 

 

c:家庭類型別
児童数（人）

d:利用意向率
（割合）

e:ニーズ量（人）

タイプＡ ひとり親 144 × 0.467 = 67
タイプＢ フルタイム×フルタイム 380 × 0.739 = 281
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 218 × 0.568 = 124
タイプＥ パート×パート（短時間利用） 0 × 0.000 = 0

　 合計 742 472  

 
(2)高学年のニーズ 

ア ニーズ量の算出の条件 

① ４・５歳の児童で、利用を想定している世帯の割合 ⇒６１.４％ 

② ①の世帯において、高学年での放課後児童クラブの利用を希望した者 ⇒６３.６％ 

イ ニーズの算出（平成２７年度の場合） 

 ① 家族類型別児童数 

  

a:推計児童数
（人）

b:潜在家庭類型
（割合）

c:家庭類型別児童数
（人）

タイプＡ ひとり親 × 0.119 = 151
タイプＢ フルタイム×フルタイム × 0.315 = 397
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） × 0.180 = 227
タイプＥ パート×パート（短時間利用） × 0.000 = 0

1,262 61.4% 775

1,262

 

 ② ニーズ量（人数）の算出 

c:家庭類型別
児童数（人）

d:利用意向率（割
合）

e:ニーズ量（人）

タイプＡ ひとり親 151 × 0.333 = 50
タイプＢ フルタイム×フルタイム 397 × 0.406 = 161
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 227 × 0.257 = 58
タイプＥ パート×パート（短時間利用） 0 × 0.000 = 0

775 270【注】9～11歳家庭のみ　　　　　　　　　　合計   
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ウ 算出結果とこれまでの実績 

＊算出結果 ＊各年の５月１日現在の実績

低学年 高学年 合計 低学年 高学年 合計

H27 472 270 742 H23 652 93 745

H28 465 255 720 H24 633 85 718

H29 449 254 703 H25 568 100 668

H30 436 248 684 H26 631 112 743

H31 438 244 682

（年間　実人数） （年間　実人数）
年度 年度

 

   

エ 量の見込みの算定にあたっての考え方 

 

 ・当市の放課後児童クラブ事業は、市が小学校区ごとに設置する９カ所の児童館で実施しています。

現在の施設定員は７６０人が利用可能であり、見込み量は上回っているものの、児童数の偏りから

高学年が利用できていない岡三沢小学校区及び三沢小学校区については、施設整備により供給体制

の整備が必要となっている。 

このことから、現在の低学年の利用実績を踏まえ、高学年でのニーズの量を考慮した以下の見込

み量とします。 

                                単位：人 

全市 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

低学年 ６００ ６００ ６００ ６００ ６００ 

高学年 １５０ １５０ ２００ ２００ ２００ 

合計 ７５０ ７５０ ８００ ８００ ８００ 

 

  

【３ 子育て短期支援事業】 

ア ニーズ量の算出の条件 

① ニーズ調査の対象となった児童で「子育て短期支援事業（ショートステイ）」を利用したこと

がある「仕方なく子どもだけで留守番をさせた」と回答した者 ⇒８.９％  

② ①の年間利用希望日数 ⇒ ９.８７日 

イ ニーズ量の算出（平成２７年度の場合） 

  年間利用希望数 ２１８人（対象児童数の８．９％）×９.８８日 ＝２,１５３ 人・日 

 

c:家庭類型別
児童数

d:利用意向 e:ニーズ量（人日）

タイプＡ ひとり親 232 × 1.026 = 238
タイプＢ フルタイム×フルタイム 781 × 1.233 = 964
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 374 × 1.270 = 475
タイプＣ’ パート×パート（短時間利用） 77 × 0.052 = 4
タイプＤ 専業主婦（夫） 981 × 0.481 = 472
タイプＥ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 4 × 0.000 = 0
タイプＥ’ パート×パート（短時間利用） 0 × 0.000 = 0
タイプＦ 無業×無業 4 × 0.000 = 0

2,454 2,153【注】0～5歳以下家庭のみ　　　　　合計  

 

【４ 地域子育て支援拠点事業】 

ア ニーズ量の算出の条件 

① ０～２歳の全世帯で、在宅の親子等を対象とした子育て支援事業の利用意向 ⇒２９.９％  

② ①の月あたりの利用希望日数 ⇒ ３.６日 
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イ ニーズ量の算出（平成２７年度の場合） 

月間利用希望数：３７４人（対象児童数の２９.９％）×３.６日 ≒１,３５１ 人・回   

 

c:家庭類型別
児童数

d:利用意向 e:ニーズ量（人回）

タイプＡ ひとり親 60 × 1.350 = 81
タイプＢ フルタイム×フルタイム 406 × 0.444 = 181
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 125 × 0.909 = 114
タイプＣ’ パート×パート（短時間利用） 12 × 0.346 = 4
タイプＤ 専業主婦（夫） 639 × 1.520 = 972
タイプＥ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 6 × 0.000 = 0
タイプＥ’ パート×パート（短時間利用） 0 × 0.000 = 0
タイプＦ 無業×無業 0 × 0.000 = 0

1,249 1,351【注】0～2歳以下家庭のみ　　　　　合計  

 

ウ 算出結果とこれまでの実績 

   

＊ ニ ー ズ 量 の 算 出 結 果 ＊ こ れ ま で の 実 績

年度 年度

①月利用 ①×12月 H23実績

H 2 7 1 , 3 5 1 1 6 , 2 1 2 H 2 4 実 績

H 2 8 1 , 3 2 7 1 5 , 9 2 4 H 2 5 実 績

H 2 9 1 , 3 0 3 1 5 , 6 3 6

H 3 0 1 , 2 8 5 1 5 , 4 2 0

H 3 1 1 , 2 7 0 1 5 , 2 4 0

年 間 利 用 　 （ 人 ・ 回 ）

6 , 3 4 5

1 3 , 2 1 1

年 間 利 用 　 （ 人 ・ 回 ）

1 4 , 7 9 6

 

   

 

エ 量の見込みの算定にあたっての考え方 

 

  当市の子育て支援拠点事業は、市内２カ所の子育て支援センターと１ヵ所の公共施設を活用して実 

施している子育てサロンの３ヵ所で実施しています。平成２４年と２５年度にそれぞれ１ヵ所を増設 

し、保育サービスの充実を図ったところではありますが、今後のニーズも見込まれることから、更な 

る施設整備が必要となっています。 

また、今回のニーズ調査では、親子で遊べる室内遊戯場の設置希望が多く寄せられておりますこと 

から、市としても本計画に盛り込むみ、子育て支援センター整備と併せて検討したい。 

 

                                   単位：人・回 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

全市 １６,５００ １６,５００ ３０,０００ ３０,０００ ３０,０００ 

 

 

 

【５ 一時預かり事業（幼稚園等における在園児を対象とした一時預かり）】 

 

(1)1号認定子どもの利用分 

ア ニーズ量の算出の条件 

① ３～５歳の対象世帯で利用希望の者  ⇒ ２８.２％  

② ①の年間利用希望日数 ⇒ １０.９日 

イ ニーズ量の算出（平成２７年度の場合） 

月間利用希望数：１３１人（対象児童数の２８.２％）×１０.９日 ≒１,４２３人・日  
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a:推計児童数
（人）

b:潜在家庭類
型（割合）

c:家庭類型別
児童数

タイプＣ’ パート×パート（短時間利用） × 0.043 = 52
タイプＤ 専業主婦（夫） × 0.340 = 410
タイプＥ’ パート×パート（短時間利用） × 0.000 = 0
タイプＦ 無業×無業 × 0.003 = 3

合計 1,205 38.6% 465
＜ニーズ量の算出＞

c:家庭類型別
児童数

d:利用意向 e:ニーズ量（人日）

タイプＣ’ パート×パート（短時間利用） 52 × 4.2 = 220
タイプＤ 専業主婦（夫） 410 × 2.9 = 1,203
タイプＥ’ パート×パート（短時間利用） 0 × 0.0 = 0
タイプＦ 無業×無業 3 × 0.0 = 0

465 　 1,423

1,205

【注】３～5歳以下家庭のみ　　　　　　　合計  
(2)２号認定子どもの利用分 

ア ニーズ量の算出の条件 

① ３～５歳の２号認定のうち幼児期の教育を利用希望の者  ⇒ １１０人 

② ①の年間利用希望日数  ⇒ ２６２.４日 

イ ニーズ量の算出（平成２７年度の場合） 

年間利用希望数：１１０人×２６２.４日 ≒ ２８,８６１ 人・日  

c:家族類型別児童数 d:利用意向率（割合） e:ニーズ量（人）
タイプＡ ひとり親 144 × 0.086 = 12
タイプＢ フルタイム×フルタイム 379 × 0.156 = 59
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 217 × 0.179 = 39
タイプＥ パート×パート（短時間利用） 0 × 0.000 = 0

合計 740 　 110

＜ニーズ量の算出＞

c:家庭類型別
児童数

d:利用意向 e:ニーズ量（人日）

タイプＡ ひとり親 12 × 260.0 = 3,203

タイプＢ フルタイム×フルタイム 59 × 272.2 = 16,132
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 39 × 245.1 = 9,526
タイプＥ パート×パート（短時間利用） 0 × 0.0 = 0

110 28,861【注】３～5歳以下家庭のみ　　　　　合計  

ウ 算出結果とこれまでの実績 

＊ニーズ量の算出結果 ＊H２５年度の実績 ＊ニーズ量の算出結果

年間（人・日） 月平均 年間（人・日） 月平均 年間（人・日） 月平均

H27 1,423 118.6 H25 1,104 92 H27 28,861 2,405

H28 1,431 119.3 H28 29,004 2,417

H29 1,413 117.8 H29 28,645 2,387

H30 1,407 117.3 H30 28,525 2,377

H31 1,381 115.1 H31 27,998 2,333

年度 年度
１号認定　（幼稚園児）

２号認定

　（幼稚園で預かり保育希望）年度

１号認定　（幼稚園児）

定期的利用分

 

 

エ 量の見込みの算定にあたっての考え方 

 

 通常の教育時間の前後や土曜・日曜・長期休暇期間中に幼稚園が行う教育活動。ただし、保育の必

要性の認定を受ける子どもについては、本事業の対象とはならない。 

 幼稚園と認定こども園に通う教育標準時間認定の子どもが対象となるため、ニーズ調査結果から 

１号及び２号の利用意向に基づき算出した値を合算し、量の見込みとする。 

                単位：人・日 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

全市 ３０,３００ ３０,５００ ３０,５００ ３０,５００ ３０,５００ 
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５‐２ 一時預かり事業（在園児対象分を除く一時預かり）】 

 

ア ニーズ量の算出の条件 

① ０～５歳の全世帯で、一時預かりを希望する世帯  ⇒ ４８.１２％（１,１８１人） 

② ①の年間利用希望日数  ⇒ １７.５日 

③ 幼稚園在園児の一時預かり分を控除  ⇒ ▲１,４２３人日／年間分 

イ ニーズ量の算出（平成２７年度の場合） 

年間利用希望数：１,１８１人×１７.５日 －１,４２３ ≒ １９,２０４ 人・日  

c:家庭類型別
児童数

d:利用意向
幼稚園における在園児を対象

とした一時預かりのニーズ量 e:ニーズ量（日）

タイプＡ ひとり親 232 × 8.450 - = 1,960
タイプＢ フルタイム×フルタイム 781 × 6.766 - = 5,286
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 374 × 4.958 - = 1,856
タイプＣ’ パート×パート（短時間利用） 77 × 15.081 - 220 = 946
タイプＤ 専業主婦（夫） 981 × 10.541 - 1,203 = 9,135
タイプＥ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 4 × 5.000 - = 20
タイプＥ’ パート×パート（短時間利用） 0 × 0.000 - 0 = 0
タイプＦ 無業×無業 4 × 0.000 - 0 = 0

2,454 1,423 19,204【注】0～5歳以下家庭のみ　　　　　合計  

 
ウ 算出結果とこれまでの実績 

 

＊ニーズ量の算出結果

＊これまでの実績

年間（人・日） 月平均 年度 年間（人・日） 月平均

H27 19,204 1600.3 H23実績 2,201 183.4

H28 19,054 1587.8 H24実績 2,277 189.8

H29 18,761 1563.4 H25実績 3,396 283.0

H30 18,590 1549.2

H31 18,314 1526.2

１号・２号認定以外

年度

 

 

エ 量の見込みの算定にあたっての考え方 

 

  この事業は、保護者の病気等により緊急一時的に保育に欠ける児童や、パート就労等により週３日

程度の保育を必要とする児童を保育します。 

  現在、公立１ヵ所、私立１ヵ所、公共施設での子育てサロン１ヵ所 の計３ヵ所で実施しています

が、今回のニーズ調査結果では、現状を大きく上回ったニーズがよせられています。 

  施設整備計画も含め、今計画に盛り込んで、サービスの充実を図っていくことが必要でありますの

で、量の見込みとしては、整備計画の進捗を踏まえ以下のとおりとします。 

  

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

全市 
人・日 

５,０００ 

人・日 

５,２００ 

人・日 

５,２００ 

人・日 

７,０００ 

人・日 

７,０００ 
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【６ 病児・病後児保育事業、ファミリー･サポート･センター（病児・病後児）】 
 

ア ニーズ量の算出の条件 

① 小学校就学前・小学生で利用が想定される世帯の児童  ⇒３０.２％  

② ①の年間利用希望日数 ⇒ ５.５日 

イ ニーズ量の算出（平成２７年度の場合） 

年間利用希望者数：４２０人（対象児童数の３０.２％）×５.５日 ≒２,３１６日   

c:家庭類型別児童数 d:利用意向 e:ニーズ量（人日）
タイプＡ ひとり親 232 × 1.429 = 331
タイプＢ フルタイム×フルタイム 781 × 1.654 = 1,293
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 374 × 1.847 = 692
タイプＥ パート×パート（短時間利用） 4 × 0.000 = 0

合計 1,392 2,316  

ウ 算出結果とこれまでの実績 

 

＊ニーズ量の算出結果 ＊これまでの実績

年度 人・日 年度 人・日

H27 2,316 H23実績 0

H28 2,300 H24実績 36

H29 2,265 H25実績 563

H30 2,245

H31 2,211  

 

エ 量の見込みの算定にあたっての考え方 

 

  病児・病後児保育事業については、平成２４年１０月から、市内１ヵ所の専用施設でサービスを提 

供しており、徐々にではありますが事業の周知が図られ、利用者が増加しています。 

ファミリー・サポート・センターでの病児・病後児の預かりは提供会員の対応が難しく、現在、実

施できていない状況にあります。 

  ただし、専用施設の受入定員については、ニーズ調査の結果により算出されたニーズの量には対応 

可能なことから、算定値により量の見込みとします。 

 

  

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

全市 
人・日 

２,３００ 

人・日 

２,３００ 

人・日 

２,３００ 

人・日 

２,３００ 

人・日 

２,３００ 

 

 

 

【７ ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業）】 

 

(1)小学校低学年のニーズ 

ア ニーズ量の算出の条件 

② ファミリー・サポート・センターの利用希望者  ⇒１％  

② ①の年間利用希望日数 ⇒ ３.３日 



- 8 - 

 

イ ニーズ量の算出（平成２７年度の場合） 

年間利用希望者数：１２人（対象児童数の１％）×３.３日 ≒４０日   

c:家庭類型別
児童数

d:利用意向 e:ニーズ量（人日）

タイプＡ ひとり親 144 × 0.238 = 34
タイプＢ フルタイム×フルタイム 380 × 0.014 = 6
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 218 × 0.0 = 0
タイプＣ’ パート×パート（短時間利用） 52 × 0.0 = 0
タイプＤ 専業主婦（夫） 411 × 0.0 = 0
タイプＥ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 0 × 0.0 = 0
タイプＥ’ パート×パート（短時間利用） 0 × 0.0 = 0
タイプＦ 無業×無業 3 × 0.0 = 0

1,208 40【注】6歳～8歳家庭のみ     　　    合計  

 

 (2)小学校高学年のニーズ 

ア ニーズ量の算出の条件 

③ ファミリー・サポート・センターの利用希望者  ⇒０.５％  

② ①の年間利用希望日数 ⇒ ４.８日 

イ ニーズ量の算出（平成２７年度の場合） 

年間利用希望者数：６人（対象児童数の０.５％）×４.８日 ≒２８日   

 

c:家庭類型別
児童数

d:利用意向 e:ニーズ量（人日）

タイプＡ ひとり親 151 × 0.0 = 0
タイプＢ フルタイム×フルタイム 397 × 0.1 = 28
タイプＣ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 227 × 0.0 = 0
タイプＣ’ パート×パート（短時間利用） 54 × 0.0 = 0
タイプＤ 専業主婦（夫） 429 × 0.0 = 0
タイプＥ フルタイム×パートタイム　(長時間利用） 0 × 0.0 = 0
タイプＥ’ パート×パート（短時間利用） 0 × 0.0 = 0
タイプＦ 無業×無業 3 × 0.0 = 0

1,262 28【注】9～11歳家庭のみ　　　　　　　合計  

ウ 算出結果とこれまでの実績 

  

＊ニーズ量の算出結果 ＊これまでの実績

低学年 高学年

H27 40 28 H23実績
H28 39 26 H24実績
H29 38 26 H25実績

H30 37 25
H31 37 25

人・日
年度 年度

人・日

670
563

就学前+小学生

861

 

 

エ 量の見込みの算定にあたっての考え方 

  ニーズ調査の結果からは、強いニーズとして捉えることができなかったため、現在の提供体制を維 

持し、実績値をもって量の見込みとする。 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

全市 
人・日 

８００ 

人・日 

１,０００ 

人・日 

１,０００ 

人・日 

１,０００ 

人・日 

１,０００ 

 

  


